
業況判断指数の推移
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くれしん景況レポート
  
2009年１～３月期 景況感 大幅に悪化、製造業の下げ幅は過去 10年間で最大となる 

特別調査－平成 20年度の決算状況等について 
このレポートは、当金庫が取引先企業 346社の平成 21年 1～3月期の業況判断と 4～6月

期の見通しを調査したものです。 
１．概 況 

【今期業況判断ＤＩの概要】 
                   （ＤＩ単位：％ポイント） 

 今期業況判断ＤＩ 前期比 予想比 来期見通し 今期→来期

全   体（346 社） △48.6 －21.1   - 7.7 △52.3   －3.7  

製 造 業（137 社） △43.8 －24.2 - 4.7   △49.6   －5.8  

非製造業（209 社） △51.7 －18.9   - 9.5 △54.1  －2.4  

 

○全体のＤＩは 7 年ぶりの低水準となった 

今期（1～3月期）の業況判断ＤＩは、全体で△48.6と前期（10～12月期）に比べ－21.1
ポイントの後退となり、3 ヵ月前の予想を 7.7 ポイント下回りました。また、ＤＩ△50
近くまでの後退は、平成 14年 1～3月期(△47.5)以来 7年振りとなります。 

業種別では、製造業が△43.8となり、前期比－24.2ポイント(予想比－4.7ポイント)
と前期に続き大幅な後退で、下げ幅は過去 10年間で最大となりました。 

一方、非製造業においても、△51.7 と前期比－18.9 ポイントの後退で、平成 18 年 4
～6月期(前期比－11.3ポイント）以来の大幅な後退となりました。 

○来期は過去最低の水準となる見通し 

来期（4～6月期）は、ほとんどの業種で売上・収益ＤＩの改善が予想されているもの

の、業況判断ＤＩ予想については、製造業が△49.6と今期に比べ－5.8ポイントの後退、

非製造業は△54.1と今期に比べ－2.4ポイントと、いずれも下げ幅が縮小しています。 
全体では、△52.3と今期比－3.7ポイント後退の見通しで、平成 11年 4～6月期の△

51.1を下回る過去最低の水準となる見通し。 
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【今回調査にみられる当地企業の景況の特徴】 
日銀短観の全国中小企業調査と比較すると（下表）、製造業では、全国（日銀短観）

は今期△57.0（前期比－28.0）と、5 期連続の後退、来期もさらに後退を予想してい

ます。当地(当庫調査)においても今期、5 期連続の後退、来期も後退予想ですが、後

退の幅は全国に比べて小さく、ＤＩの水準は全国を 13.2％上回っています。 
一方、非製造業でも、全国は今期△42.0（前期比－13.0）と、8 期連続の後退、来

期もさらに後退を予想しています。当地も 6 期連続の後退、来期も後退予想ですが、

今期の後退幅、ＤＩ水準(マイナス)とも全国を上回る厳しい見通しとなっています。 
 

日銀短観（2009年 3月）全国中小企業の業況判断ＤＩ     （ＤＩ単位：％ポイント） （）は前期比 
全国（日銀短観） 当地（当庫調査） 当地 ― 全国 

 09 年 1～3 月 

業況判断ＤＩ 

（ａ） 

09 年 4～6 月 

見通し 

（ｂ） 

09 年 1～3 月 

業況判断ＤＩ 

（ｃ） 

09 年 4～6 月

見通し 

（ｄ） 

09 年 1～3 月 

業況判断ＤＩ 

（ｃ－ａ） 

09 年 4～6 月 

見通し 

（ｄ－ｂ） 

製造業 △57.0(-28.0) △63.0(-6.0) △43.8(-24.2) △49.6(-5.8) ＋13.2 +13.4 

非製造業 △42.0(-13.0) △52.0(-10.0) △51.7(-18.9) △54.1(-2.4) -3.5 -2.1 

 
 

２．ＤＩ分析による業種別業況判断 
 
○今期、全体では大幅後退、来期は小幅後退の見通し 

業種別の業況判断ＤＩをみると、製造業では食料品で改善がみられたものの、内外

の需要減少による在庫調整や為替円高等の影響から金属製品、輸送用機械器具を中心

に業況感が悪化し大幅な後退となりました。なかでも自動車・鉄鋼は大幅な減産が続

いていることから自動車は△50ポイント、金属製品は△49.2ポイント落ち込みました。 
 非製造業においても、製造業の減産等の影響から卸売業が後退したほか、サービス

業が個人消費の落ち込みにより、また、建設業が住宅着工数の減少により大幅な後退

となりました。 
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［ 調 査 概 要 ］ 

１．調査時点  平成２１年３月上旬 
２．調査対象  当金庫取引先企業 
３．調査方法  企業への聞き取り調査  ３４６社 
４．調査企業の内訳 

製造業 卸売業 小売業 建設業 不動産業 サービス業 計 

１３７社 ３１社 ６５社 ５４社 １２社 ４７社 ３４６社 

５．分析方法 

この調査では、傾向を見る方法の一つとして、ＤＩを使用しています。 

ＤＩ（Ｄｉｆｆｕｓｉｏｎ Ｉｎｄｅｘ）とは、景況が「普通」とした企業を除いて「良い」「やや良い」とみる企業の全体に占

める構成比から「悪い」「やや悪い」とみる企業の構成比を差し引いて、時系列に景気の方向性（上向いてい

るか、下向いているか）をみる指標です。 

［例］次の場合、ＤＩは１０となり、改善傾向にあることを示しています。     30（％）－20（％）＝10（％） 

良い、やや良い 普通 悪い、やや悪い 

３０％ ５０％ ２０％ 

 



【ＤＩ分析による業種別業況判断一覧表】

有効 　 前　期 　 今　期 　 来　期  今　期  来　期

回答 10～12月 1～3月 4～6月

数　 実　績 実績見込 見通し 　　　前　期 　傾向 　　　今　期 　傾向

△27. 5  △48. 6  △52. 3  

（ △8. 8  ） （ △21. 1  ）

△19. 6  △43. 8  △49. 6  

（ △17. 5  ） （ △24. 2  ）

△35. 7  △25. 0  △31. 3  

（ △7. 1  ） （ 10. 7  ）

△9. 1  △58. 3  △62. 5  

（ △9. 1  ） （ △49. 2  ）

一般 △46. 7  △54. 5  △54. 5  

機械器具 （ △52. 6  ） （ △7. 8  ）

輸送用 △18. 2  △44. 7  △52. 6  

機械器具 （ △39. 4  ） （ △26. 5  ）

　うち船舶 19 32. 6  10. 5  0 後退 小幅後退

　　　自動車 18 　△50.0  △100.0 △100.0 大幅後退 横這い

△13. 0  △39. 6  △45. 8  

（ 0. 0  ） （ △26. 6  ）

　　 △32. 8  △51. 7  △54. 1  

（ △2. 6  ） （ △18. 9  ）

△26. 7  △41. 9  △54. 8  

（ 11. 2  ） （ △15. 2  ）

△39. 7  △47. 7  △50. 8  

（ △10. 7  ） （ △8. 0  ）

△37. 7  △68. 5  △66. 7  

（ △3. 7  ） （ △30. 8  ）

△25. 0  △25. 0  △33. 3  

（ 0. 0  ） （ 0. 0  ）

△23. 9  △51. 1  △48. 9  

（ 0. 0  ） （ △27. 2  ）

△33. 3  △46. 1  △47. 7  

（ △6. 3  ） （ △12. 8  ）
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128 後　　　退

小幅改善

小幅後退

小幅改善

判　　　　　　断

改　　　善

小幅後退

小幅後退

後　　　退

大幅後退

小幅後退

大幅後退

業況判断（ＤＩ）の推移

サービス業 47

横這い不動産業 12

大幅後退

建設業 54

小売業 65

大幅後退

卸売業 31

非製造業 209

後　　　退

137

その他 48

38 大幅後退

大幅後退

11

　　全　　　　体 346

大幅後退金属製品 24

食料品 16 小幅後退

　　業　　　　種

　　製　造　業

小幅後退

小幅後退

小幅後退

横這い

小幅後退

小幅後退

小幅後退

小幅後退

うち個人消費関連
食料品製造業

小売業・サービス業

（単位：％ポイント）

(  )内は前回調査比

後　　　退



 

３．業種別売上ＤＩ及び収益ＤＩの推移 
 

○今期、売上・収益ともに下降、来期は売上・収益ともに上昇の見通し 

今期の売上ＤＩは、全体で△44.5(前期比－31.0)と、製造業減産の影響によりほと

んどの業種で大幅に下降しました。 
来期の売上ＤＩは、落ち込みが大きかった食料品では、今期を売上の下げ止まりと

の見方が強く、来期はプラスに転じる見通しとなっています。食料品以外の業種でも

その他(製造業)、建設業、不動産業を除き上昇の見通しから、全体では△37.3と前期

比 7.2ポイントの上昇見通しとなっています。 
収益ＤＩは、△46.2(前期比－24.6)と全業種で落ち込みました。 
来期の収益ＤＩについては、その他(製造業)を除く業種で上昇となる見通しです。 

 

 
 
４．設備投資の動き 
 

○設備の過剰感が高まっている 

設備適正度ＤＩ（「過剰」「やや過剰」－「不足」「やや不足」）は、今期△2.4(前期

比＋2.7)と不足感が減少しましたが、製造業では生産設備の過剰感が高まっています。

なかでも金属製品と輸送用機械器具の過剰感の増加が顕著となっています。 
設備投資は、機械設備の更改や事務機器を中心に今期 17.7％の企業が実施しており、

来期も 18.0％と約 20％の企業が設備投資を実施もしくは予定をしています。 
 
 
 
   
 
 

 ４ 




